
 

平成 18 年 3 月期   中間決算短信（非連結） 平成 17年 11月15日 

会 社 名 株式会社ソディックプラステック     登録銘柄 

コード番号 ６４０１                本社所在都道府県 神奈川県 

（ＵＲＬ http://www.plustech.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 藤川 操  
問い合わせ先  責任者役職名 常務取締役（管理担当） 

        氏    名 伊藤義則       ＴＥＬ（045）478－1880 
決算取締役会開催日  平成 17年 11月15日        中間配当制度の有無  有  

中間配当支払開始日  平成 17年 12月 9日        単元株制度採用の有無 無 

親会社名 株式会社ソディック（コード番号：６１４３）  親会社における当社の株式保有比率56.4％（間接所有含む） 
 
１．17年9月中間期の業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日） 
(1) 経営成績                                   （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円   ％
6,312（△2.2）
6,453（ 59.8）

百万円   ％
337（△17.2）

       407（  82.2）

百万円   ％
329（△21.0）

       417（104.4）

17年3月期   12,226 692   717 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円   ％
176（△19.3）
218（   4.1）

円   銭
    10,820   37  
    13,415   62 

        円   銭
―――――  

   13,338   67 

17年3月期   444      25,712   34 25,626   10 

(注)①持分法投資損益 17年9月中間期 △10百万円 16年9月中間期  ― 百万円 17年3月期 ― 百万円 
②期中平均株式数 17年9月中間期 16,304株  16年9月中間期 16,296株   17年3月期 16,300株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

円  銭 
   2,500  00 
2,500  00 

円  銭
――――― 
――――― 

17年3月期 ―――――    5,000 00 

 

 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円 
11,349 
10,183 

百万円
3,714 
3,416 

％ 
32.7 
33.6 

 円   銭
  227,850  99 
209,571  45 

17年3月期 11,175 3,602 32.2 219,445  30 

(注)①期末発行済株式数 17年9月中間期 16,304株  16年9月中間期 16,304株  17年3月期 16,304株  
②期末自己株式数  17年9月中間期  ― 株  16年9月中間期  ― 株  17年3月期  ― 株 

(4) キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円 
△282 
 34 

百万円
△263 
△247 

百万円 
 160 
△679 

百万円
979 
985 

17年3月期 281 △741  △52 1,365 

 
２．18年3月期の業績予想(平成17年4月1日～平成18年3月31日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 
通 期 

百万円 
13,300 

百万円
740 

百万円
430 

円  銭 
2,500 00 

円  銭
5,000 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  24,840 円 53 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

る仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因 て大きく異なる結果となる可能性があります。 

 

によっ
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1.  企業集団の状況 

当社グループは、射出成形機の開発・製造・販売及び精密ステージの販売を行う当社と、射

出成形機の販売・サービス等を行う子会社 7 社及び関連会社 3 社並びに損害保険の代理店業務

を行う関連会社１社で構成されております。 
 

 
     

（関連会社） 
（有）ティック

損害保険の付保等 

原材料の仕入 
（関連会社） 
㈱片山製作所 

原材料の仕入 

組立加工品の仕入

協 力 工 場

（ 親 会 社 ）

㈱ソディック
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会
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ス

テ

ッ

ク

国

内

得

サービス・メンテナンス （関連会社） 
㈱アドバンスト・テクノロジー 

・オブ・プラスチック 

製品販売 

台
塑

シ
P

P

中
塑
有

中
塑
有

タ
N

仕入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他取引等 
 
 

（注）１． 子会社「塑帝精密注塑（天津）有限公司」は清算い

  ２.  子会社「Neo Plus Asia Co.,Ltd.」は休眠中の会社
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製品の販売
 
意

先 
 
海 
製品の販売
  
外 
 ） 
製品の販売  
（子会社
得 湾 
皇科機股份有限公司 

ンガポール 
lustech Singapore 

te.Ltd        

国香港 
帝精密注塑（香港） 
限公司    

国 
皇国際貿易（上海） 
限公司     

（関連会社）  
米国 
Plustech.Inc. 

イ 
eo Plus Asia Co.,Ltd.

販売コミッション

たしました。 

であります。 
製品の 

販売 
 
意 

 

販売コミッショ

ンの支払 
 
先 

A

M

の支払 
成

形
品
の
販
売 

（子会社） 

DVANCED    PLASTIC 

ANUFACTURING   INC . 



 
２．経営方針 

（1）会社の経営の基本方針 
当社は、お客様のニーズに応え、当社独自の製品を創造し、「物づくり」のお手伝いをする理念

に徹して、事業拡大と適正な利益を上げて会社の強い体質を作り、継続かつ安定的な株主への利益

還元に取り組むことを経営の基本方針としております。 
 

（2）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。利益配分につ

きましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配

当を継続して実施していくことを基本方針としております。 
   今後も業績向上に伴って配当性向を考慮し、株主への利益配当の内容を充実していくことを利益 
  配分の基本方針といたします。 
  上記の方針に基づき、中間配当金は、前中間期と同額の 1 株につき 2,500 円と決定いたしまし 
た。 

 
（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

株式の流動性の促進と既存株主の利益とを総合的に判断し、また、株価の動向も注視しつつ投

資単位の引き下げにつきましては、今後慎重に検討してまいる方針であります。 

 

（4）目標とする経営指標 

 当社は投下資本の運用効率を重視し、ＲＯＡ（総資本経常利益率）の向上を目指しております。 

 
（5）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社は、「TR シリーズ」（樹脂）、「Mg－Plus シリーズ」（マグネシウム合金）、「LS シリーズ」

（液状シリコーン）、そして小物精密部品向け「LD シリーズ」と常に次世代を意識しながら新製

品を市場に投入してまいりましたが、今後もこれらの製品の拡販と独創的で付加価値の高い新

製品開発に取り組むとともに、外注部品の内製化等一層のコストダウンを図って収益力の強化

に努めてまいります。さらに予算統制等の内部統制が機能する組織体制を一層充実させ、企業

体質のさらなる強化に努めてまいります。 

 

 

（6）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
【コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方】 
当社は、常に法令遵守と情報の適時開示を心掛け、適法かつ適正な経営と効率的な経営を志

向しております。 
【コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況】 

    ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ 
     ガバナンス体制の状況 
 
    a.会社機関の内容 

    当社は経営の意思決定の迅速化と事業執行の責任の明確化を図るため、執行役員制度を導

入しております。これは、当社の属する産業機械業界が、技術革新や需要動向の変化が極

                      ― ―   3



めて速いため、なお一層迅速な経営判断が必要となるためであります。執行役員は、月 1
回開催される定例の取締役会に出席の上、分掌事項の執行状況について報告を行っており

ます。また、当社は監査役制度を採用しており、監査機能強化のため、監査役を 4 名体制

（3 名を社外監査役）とし、経営のチェック機能の強化を図っております。さらに、適宜顧

問弁護士に意見を求める等、コンプライアンス面での充実を図っております。 
 
b.内部統制システムの整備、リスク管理体制の整備及び内部監査、監査役監査、会計監査の

状況 
内部監査部門（社長直轄の内部監査室）は、業務の適正、有効性の調査とともに内部統制シ

ステムの監視活動について随時状況報告を行っておりますが、監査役監査とも連携をして内部

監査の実効性向上に努めております。 
     監査役監査は独立の立場から、会社の健全で持続的な成長を確保し、良質な企業統治体制の

確立と運用を基本的な監査視点としているところから、内部監査部門等及び会計監査人に対し

ても、内部統制システム等に関わる状況やその他の監査経過について説明を受けるとともに、

意見や情報の交換による事実の把握により自己の監査について的確化、効率化に努めておりま

す。 
     会計監査人が独立の立場を保持し、職務遂行が適切に行われるために、監査計画に基づいて

実施されている期中・期末監査等を通じ内部統制システム等の監査の実施経過について内部監

査部門や監査役と意見や情報の交換を行っております。 
    以上のように、内部監査部門、監査役、会計監査人は相互の連携により三様監査の 

協力体制構築を図りながら、常に経営環境の推移に留意して監査品質の向上と効率的な監査

の実施に努めております。 
  

なお、商法及び証券取引法による会計監査は、あずさ監査法人に依頼しております。 
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当社の各機関及び経営管理組織（管理部門の配置状況含む）の概況は以下のとおりです。 

 
 
 
 
 
     
   
   
       
  報告    報告 
       報 
     告 
 
   
        監査 
 
 
                   総   務   部     総   務  課 

                   経   理   部 
                              人   事   課 

株式課（法務・ＩＲ）  
情 報 シ ス テ ム 

会 
 
計 
 
監 
 
査 
 
人 
 

  株  主  総  会 

監査役会 
監査役 
社外監査役 

 取 締 役 会 
 取 締 役 

内部監査室 
 （社長直轄） 

営業本部・管理本部・生産技術本部・特機営業本部 

監

査 

常 務 会 

経営監視 

執 行 役 員 

統制監視 

業務執行 

遵法監査方法監査 
顧 
 
問 
 
弁 
 
護 
 
士 

 
②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利

害関係の概要 
・社外取締役は選任しておりません。社外監査役のうち、宮地嘉寿夫は当社株式 3 株、山本

孝志は当社株式 3 株をそれぞれ保有しております。なお、山本孝志は親会社である株式会

社ソディックの専務取締役であります。 
 

（7）親会社等に関する事項 

   ①親会社等の商号等 

                             （平成 17 年 9 月 30 日現在） 

親会社等 属性 親会社等の議決権

所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が上

場されている証券取引所等 

 

株式会社ソディック 

 

 

親会社 

 

56.39 

（16.68） 

 

株式会社東京証券取引所 

市場第二部 

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数である。 
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②親会社等の企業グループにおける位置付けその他の親会社等との関係 

当社の親会社は放電加工機の開発・製造・販売を主たる業務とする株式会社ソディック（東京

証券取引所市場第二部上場）であり、同社は当社の株式を間接所有を含み 9,194 株（議決権の

56.39％<このうち間接所有分 16.68％>）を保有しております。ただし、今日において当社は独自

の経営体制（取締役の兼任なし）及び人事体制（従業員の出向関係なし）を構築するとともに、

独自の開発チーム、製造設備及び営業網を有するに至り、同社からの独立性は極めて高いといえ、

今後もこの方針を推進してまいります。 

 

  ③親会社等との取引に関する事項 

親会社との取引は、原材料等を購入しております。 

 

（8）内部管理体制の整備・運用状況 

   当該項目につきましては、前記（6）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びそ

の施策の実施状況に記載のとおりであります。規程関係につきましては関係法令の改正等に対応し、

現在制定されております各種規程につきまして、適宜、改訂等の整備を行っております。 
   

（9）その他の経営上重要な事項 

   特記すべき事項はありません。 

 

３．経営成績及び財政状態 

   
(1)経営成績 
 当中間期は、新製品として液状シリコーン射出成形機「LS シリーズ」、成形アイテムを小物精密部

品向けに特化した射出成形機「LD シリーズ」をラインナップし、幕張メッセにて開催されました世

界規模の業界展示会「IPF 国際プラスチックフェア 2005」に出展し市場に投入する等、国内外におい

て積極的な販売活動を推進してまいりました。 

これらの結果、当中間期の売上高は 63 億 12 百万円（前年同期比 2.2％減）となりました。 

・ 射出成形機部門では、旺盛な設備投資が続く国内自動車産業や韓国 IT 関連産業からの需要が活発

に推移したことにより売上高は 49 億 9 百万円（前年同期比 6.6%増）となりました。 

・ 特機部門では、液晶の検査・製造装置向け精密 XY ステージの販売を中心に展開した結果、売上高

は 14 億 2 百万円（前年同期比 24.1%減）となりました。 

一方、利益面では、一部原材料の高騰に伴うコストアップや輸出の拡大による運賃・販売手数料の

増加等により経常利益は 3億 29 百万円（前年同期比 21.0％減）、中間純利益は 1 億 76 百万円（前年

同期比 19.3％減）となりました。 
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(2)財政状態 

キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に 
比べ 5 百万円減少し、当中間会計期間末において 9 億 79 百万円となりました。 
また当会計年度におけるキャッシュ・フローは次の通りであります。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は 2 億 82 百万円となりました。これは主に

仕入債務の増加（111 百万円）に較べ、売上債権（167 百万円）及び棚卸資産（92 百万円）の増加及

び前受金の減少（149 百万円）による資金の支出が大幅に増加したこと、また、法人税等の支払（272
百万円）による支出が増加したことによるものであります。 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は 2 億 63 百万円となりました。これは主に

関係会社株式の取得（118 百万円）及び有形固定資産の取得（107 百万円）によるものです。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において財務活動の結果取得した資金は 1 億 60 百万円となりました。これは主に

長期借入金の返済額（221 百万円）に対して短期（400 百万円）及び長期（100 百万円）の借入額が

増加したこと、及び長期未払金（76 百万円）と配当金（41 百万円）の支払いによるものです。 
   
今後におきましても、キャッシュ・フローに留意した経営を行い、財務体質の強化を着実に推進す

る所存であります。 

 

   当社のキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

  平成 16 年 9月期平成 17 年 9 月期 平成 17 年 3 月期

株主資本比率(%) 33.6 32.7 32.2 

時価ベースの株主資本比率(%) 60.2 49.3 54.7 

債務償還年数(年) 17.3 -  6.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 1.7 -   7.4 

 

株主資本比率＝株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※営業キャッシュ･フローは、(中間)キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、（中間）貸借対照表に計上されている負債のうち

利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、（中間）

キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

   連結子会社の重要性が乏しくなったことにより、前期から連結財務諸表を作成しておりません。 
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（3）通期の見通し 

下期は引続き好調な国内自動車関連産業や韓国ＩＴ関連産業のほか、台湾からの需要増加や液晶

関連の精密ステージの需要が増加すると見込まれるため、平成 18 年 3 月期の業績は売上高 133 億

円、経常利益 7 億 40 百万円、当期純利益 4億 30 百万円を予定しております。 

 

 

（4）事業等のリスク 

① 競合の状況及び当社製品の競争優位性について 

当社の事業領域である小型精密分野の射出成形機には、当社の他数社が市場参入しております。

ここ数年は特に新規参入はなく参入障壁は高いと考えられます。ただ、汎用品に関しては既存メ

ーカー間の価格競争が激しくなっております。当社は価格競争を避けるべく、射出部における V

ライン方式、動力部におけるハイブリッド方式などの新技術の開発による性能、機能上の競争優

位性を確保し、高機能品分野に注力する方針であります。今後も当社は、これらの技術のさらな

るレベルアップ、新技術の導入などを推進し、競争優位性を確保するべく、経営資源を投入する

方針であります。 

一方、これらの新技術を採用したことによって、製造コスト、開発コストは競合他社に比較す

ると高く、単純な価格競争には優位性が脆弱であるものと認識しております。したがって、当社

の技術革新は継続的な課題と認識しておりますが、これが停滞する場合や、競合他社が画期的な

新技術を投入してきた場合などには、競合他社との技術的、機能的格差が縮小する可能性があり

ます。そのような場合には売上の減少もしくは原価率悪化につながる可能性があります。 

また、これらの新技術は、特許権等の知的財産権に保護されている部分もあります。所有する

特許権の期限が切れた場合において、当該特許を用いて他社が同様の技術を持つ射出成形機を生

産・市場に投入する可能性はありますが、技術革新の速度は早く、期限切れ後の特許技術に競争

力が残っているとは考えづらいことから、大きな脅威になるとは認識しておりません。 

 

② 事業体制・人員の拡充について 

当社は、海外における販売に関しては、機械商社等を代理店として活用する方針を有しており

ましたが、ユーザー企業の海外進出の進行がより一層進んだことなどから、海外におけるサポー

ト体制を強化する必要性が増していると判断し、アジアを中心とした独自の販売拠点網を展開し

ております。 
今後とも、業容拡大、販路の開拓のため、各グループ企業の各部署において人材の確保に注力

する方針でありますが、人材採用が不調に終わった場合、成長性が阻害される可能性があります。

また、人員の増加とともに、固定的な費用も増加するため、売上が計画を達成できなかった場合

には業績が悪化する可能性があります。 
 

③ 経営成績の変動について 

当社は設立当初、新規参入メーカーということもあり、競争力の強化のための研究開発、商品

化のための試作に専念せざるを得ませんでした。当社がターゲットとした小型精密分野の需要も

大きなものでなく、技術的にも同業他社との差別化が難しかったことから、苦戦を強いられ、赤

字の状態が続いておりました。このため、平成 11 年３月期までは債務超過の状態でありました。

その後、電子機器、電機業界の設備投資が回復、特に携帯電話、パソコンに代表される情報通信

端末の小型化など当社の得意とする分野が活性化したことによって、業績は急回復しております。   

また、平成 12 年３月期中に増資を行ったこともあり、債務超過の状況を解消しました。 
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しかし、平成 14 年３月期には、それまで好調であった携帯電話、パソコン等の需要が大幅に

落ち込んだことに伴い、ユーザー各社が急激な減産に踏み切るなど、当社業績に寄与してきた電

子機器、電機業界が急速に失速する事態となりました。加えて、米国を襲った同時多発テロの影

響で景気の不透明感が増し、民間設備投資が落ち込むなど、厳しい状況のまま推移しました。当

社も製品の販売価格を下げるなど売上確保を図るとともに、可能な限りのコストダウンや経費節

減策を実行しましたが、利益を確保できず、平成 14 年３月期は大きな赤字を計上するに至って

おります。   

しかし、平成 15 年３月期から、再び回復した携帯電話等の IT 関連産業の生産増を背景に、当

社の業績も反転好調に推移、平成 16 年 3 月期には、デジタル家電業界の好調な展開による電子

部品、精密機器等の需要により続伸、平成 17 年 3 月期には、射出成形機に加え特機部門の精密

ステージの販売が好調に推移し、売上高、経常利益とも過去最高を更新しております。 

このように、当社が経営基盤が未だ小さいことに加え、増産に係る設備投資に関連する射出成

形機が主力事業であること、需要業界が生産動向が大きく変動する業界であることなどから、今

後も業績は大きく変動する可能性があり、売上減少が大きい場合などは赤字計上に至るおそれが

あります。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表 

 （平成16年９月30日） （平成17年９月30日） （平成17年３月31日） 

構成比 構成比 構成比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（％）

金額（千円） 

（％）

 
比較 
増減 

金額（千円） 

（％）

（資産の部） 
   

Ⅰ 流動資産 
   

１ 現金及び預金 985,078 979,810  1,365,497 

２ 受取手形 1,080,589 1,334,129  1,278,155 

３ 売掛金 3,188,645 3,074,681  2,963,482 

４ たな卸資産 1,660,673 1,963,149  1,871,144 

５ 関係会社短期貸付金 29,633 20,366  26,574 

６ 繰延税金資産 79,806 88,922  107,825 

７ その他 ※4 127,881 297,468  196,677 

貸倒引当金  △584 △614  △580 

流動資産合計   7,151,722 70.2 7,757,912 68.4 606,189  7,808,777 69.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※1,2    

(1）建物 1,035,543 1,159,950  1,015,714 

(2）構築物 23,852 19,623  21,466 

(3）機械及び装置 557,366 803,796  505,991 

(4）土地 1,123,000 1,123,000  1,123,000 

(5)建設仮勘定 ― 3,968  402,455 

(6)その他 47,375 65,069  49,371 

有形固定資産合計 2,787,136 27.4 3,175,408 28.0 388,271 3,117,999 27.9

２ 無形固定資産 3,240 0.0 2,116 0.0 △1,124 2,678 0.0

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 14,046 9,167  5,648 

(2)破産債権、更生
債権その他これ
らに準ずる債権 

23,303 25,088  22,441 

(3）繰延税金資産 68,706 80,557  84,314 

(4）その他 ※2 158,865 324,434  156,406 

貸倒引当金 △23,303 △25,088  △22,441 

投資その他の資産 
合計 

241,618 2.4 414,158 3.6 172,540 246,369 2.2

固定資産合計  3,031,995 29.8 3,591,683 31.6 559,688  3,367,047 30.1

資産合計  10,183,718 100.0 11,349,595 100.0 1,165,877  11,175,824 100.0
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